
１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、19年４月１日現在の人数である。

(3) 特記事項
平成１８年４月、国に準じて給与構造改革を実施。

(4) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。
 　　　

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。

職員数

　　　　　　Ａ

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円人

別紙３

区　　分 歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

　　　　　（19年度末）

前橋市の給与・定員管理等について

実 質 収 支

18年度の人件費率

121,961,136

（参考）

Ｂ／Ａ

人 件 費 率人 件 費

　　　　　　Ｂ

　　　　　　　　　　　％
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（20年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

前橋市 46.1 歳 440 人 円 円 円

うち清掃職員 44.8 歳 118 人 円 円 円 廃棄物処理業従業員 43.6 歳 円

うち学校給食員 46.1 歳 86 人 円 円 円 調理士 41.5 歳 円

うち用務員 46.9 歳 163 人 円 円 円 用務員 53.9 歳 円

うち自動車運転手 47.7 歳 30 人 円 円 円 自家用自動車運転者 53.6 歳 円

うちその他 45.7 歳 43 人 円 円 円

群馬県 47.8 歳 208 人 円 円 円

国 48.9 歳 4,784 人 円 円

類似団体 46.1 歳 260 人 円 円 円

公務員 民間

（Ｃ） （Ｄ）

前橋市

うち清掃職員 円 円

うち学校給食員 円 円

うち用務員 円 円

うち自動車運転手 円 円

うちその他 円

※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成17～19年の３か年平均）

※技能労務職の職種と区分の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給された

　期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。

　　　③高等学校教育職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

　　　　④消防職

歳 円 円

歳 円 円

（注）１　「平均給料月額」とは、２０年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。
      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 
　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお
　　　　いて明らかにされているものである。　
　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　

　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再

　　　　計算したものである。

5,989,242

－308,128
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322,784
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－
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299,700

265,200

225,900

208,600

359,152

369,500

345,929

357,922

381,111

346,544

307,207

314,594

320,263

324,353

－

1.84

2.26

-

391,144

参　　　　考

年収ベース（試算値）の比較

5,729,021

5,936,857

6,224,654

5,693,649

3,227,400

2,759,100

－

－ － － －

－ － －

1.23

1.30

314,746
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―

公　　務　　員

平均年齢 職員数 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額

前橋市

群馬県

325,113国 41.1

43.5 346,802

－

Ｃ／Ｄ

329,628

平均給与月額

（国ベース）

区　　分

366,645

－

－ －

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

－

区　　分

区　　分

参　　考

Ａ／Ｂ
対応する民間

の類似職種 (Ｂ)

平均給与月額

民　　　　　間

平均年齢

類似団体

43.8

-

326,007

348,82443.7

－ －

393,030

342,433

前橋市

(A)

467,198

284,679

422,071

434,305

346,453

442,058

（国ベース）

405,649

－

393,514

41.2

区　　分

平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

43.8 398,698

類似団体

平均年齢 平均給与月額平均給料月額

－

－ － － －

337,394 439,042

398,008 473,660

40.6 336,496 424,895

43.8

区　　分

前橋市

類似団体

群馬県

43.1 401,406 459,758
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（2) 職員の初任給の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円

(注)平成１9年度、技能労務職は採用者無し。

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（２０年４月１日現在）

円 円 円

円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

３　一般行政職の級別職員数等の状況
（1) 一般行政職の級別職員数の状況（２０年４月１日現在）

人 　　　　　　　　％

人

人

人

人

人

人

人

（注）１　前橋市の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

0.6

８　　級

経験年数２０年

382

405

148

285,400 304,920 368,100

主任

主事､技師

群 馬　県前　橋　市区　　　　　分 国

253,133 303,078

主事､技師

高　校　卒

構成比

4.9

消　 防　　職

大　学　卒

高　校　卒

高　校　卒

４　　級

177,300 172,200172,200

140,100143,400

経験年数１０年

－ －

140,100

経験年数１５年

一般行政職

158,100

269,920

該当なし

253,800

職員数

61

32.1

大　学　卒

標準的な職務内容

消　 防　　職

大　学　卒

高　校　卒

区　　分

一般行政職

区　　　　分

技能労務職

313,848 361,781

280,388 339,300

320,167

337,900

272,846

30.3

６　　級

　　　　　　　　％

　　　　　　　　％
係長、副主幹、主査

11.7

8

部長
　　　　　　　　％

18

150

　　　　　　　　％

7.190
課長、副参事

1.4

　　　　　　　　％

５　　級

２　　級

高　校　卒

課長補佐、主幹

参事

１　　級

３　　級

７　　級

　　　　　　　　％

11.9

　　　　　　　　％
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　（注） 平成○年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　（注）平成１８年度に９級制から８級制に変更している。（旧給料表の３級及び４級を統合。）

（2) 昇給への勤務成績の反映状況

勤務評価の結果を昇給へ反映

１級

4.9%

１級

3.7%
１級

3.3%

２級

11.9%
２級

13.1%
２級

14.0%

３級

30.3%

３級

30.7% ３級

19.2%

４級

32.1%

４級

31.4%

４級

12.2%

５級

11.7%

５級

12.6%

５級

26.7%

６級

7.1%

６級

6.9%

６級

15.8%

７級

0.6%

７級

0.2% ７級

2.5%

８級

1.4%

８級

1.4%
８級

4.8%
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４　職員の手当の状況

（1) 期末手当・勤勉手当

千円 千円

（１９年度支給割合） （１9年度支給割合） （１9年度支給割合）

期末手当　　　　　　　　　　 勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　 　  勤勉手当

 月分  月分  月分  月分  月分  月分

（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

・役職加算　　　 ５～２０％ ・役職加算　　　 　　　５～２０％ ・役職加算　　　 ５～２０％

・管理監督者加算　１５～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

（2) 退職手当（19年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（２％～２０％加算）

１人当たり平均支給額　　　　 千円 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１9年度に退職した職員に支給された平均額である。

 (3) 地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

円

％ 人 ％

（注）平成18年度から支給開始。                                                                          

(２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度                                                                          

　　　　から支給率を段階的に引き上げることとしている。       

59.28

85,611

国の制度（支給率）

23.50

24,821

国の制度（支給率）

3

1,759

国

１人当たり平均支給額（１９年度）

国前　　　　　橋　　　　　市

支給対象地域

17,860

１人当たり平均支給額（１9年度）

59.28

1.5

30.55

前　　　　　橋　　　　　市 群　　　　　馬　　　　　県

0.75

3.0

1,926

23.50

1.6 0.75 1.6 0.75 1.6

1.53.0

59.28 59.28

3 3

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

支給率

3

228,154

支給率

前橋市

前橋市

支給対象地域 支給対象職員数

2,665

勤務評価の結果を勤勉手当へ反映

1.5

―

3.0

59.2847.50

30.55

33.50 41.34 33.50 41.34

47.50

59.28
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 (4) 特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

種類

 (5) 時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

１回　　　２００円

夜間特殊業務に従事した職員 １回　　　６００円

日額　　　６９０円

一件　　　１５０円加算

ごみ処理業務に従事する職員が清掃工場において、変則勤
務したとき。

月額　７，７００円

日額　　　４００円加算

救急救命士の資格を有し、その職務に専ら従事した職員 月額　３，５００円

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

119職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

入学試験問題作成業務に従事した職員 １科目　１０，０００円

大学院の博士前期課
程又は博士後期課程の
授業、研究指導等を担
当した場合

教授 月額　２２，０００円

准教授

月額　１４，０００円

月額　１７，０００円

し尿処理業務に従事した職員

主な支給対象

市税の徴収業務に専ら従事した職員

強制執行業務に従事した職員

台風、集中豪雤等により災害が発生し、又は発生が予想され
たとき、動員の命令を受けて現場業務に従事した職員

１回　　　５５０円

大学院の博士前期課
程及び博士後期課程
の授業、研究指導等を
担当した場合

教授 月額　月額の１０割加算

講師又は助教

准教授

大学院担当手当

一件　　　１５０円加算

斎場に勤務した
職員

その他の職員

著しい危険又は困難を伴う公害の調査又は公害の防止の指
導に従事した職員

78,257

支給額

11

日額　２，２００円特殊作業場手当

講師又は助教

消防業務手当 救急業務に従事した職員

機械操作技士

自動車運転技士

保健業務手当

日額　　　５００円

スズメバチの駆除作業に従事したとき。

工科大学入学者選抜業務
手当

作業療法業務に従事した作業療法士

保健予防業務に従事した看護師

精神保健及び精神障害者福祉に係る業務に従事した職員

行旅死亡人等の処理の作業に従事した職員

保健指導業務に従事した保健師

災害出動手当

月額　４，５００円

理学療法業務に従事した理学療法士

日額　　　８００円

一体　５，０００円

行旅病人の収容の作業に従事した職員 一件　１，７００円

手当の種類

強制執行業務手当

支給実績（１９年度決算）

月額　６，０００円

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

市税業務手当

95,203

日額　　　３３０円

生活保護、知的障害者、身体障害者、 心身障害児又は老人
福祉に係る現業の業務に従事した職員

公害業務手当

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

月額　３，５００円

清掃業務手当 ごみ収集又はごみ処理業務に従事した職員 日額　　　６５０円

31.0

日額　１，１００円

日額　　　３００円

社会福祉業務手当

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ）

318,037

炉内又は破砕物分離装置内等の点検清掃作業に従事したと
き。
道路等における小動物（犬猫等）の死体処理の作業に従事し
たとき。

手当の種類（手当数）

179

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

378,393
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（6) その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円6,284 千円 7,544宿日直手当

宿日直勤務を命ぜられた職
員が勤務した場合に支給
宿直手当　4.700円
日直手当　4.700円

異なる 支給額


127,868 千円 195,218

夜間勤務手当

正規の勤務時間として午後
10時から翌日の午前5時ま
での間に勤務することを命
ぜられた職員には、その間
に勤務した全時間に対し
て、勤務1時間につき、勤務
1時間当たりの給与額の100
分の25を夜間勤務手当とし
て支給する

同じ -

713,674

一部異なる 距離区分

千円 118,794

休日勤務手当

祝日法による休日等及び年
末年始の休日等において
正規の勤務時間中に勤務
することを命ぜられた職員
には、その間に勤務した全
時間に対して、勤務1時間
につき、勤務1時間当たりの
給与額の100分の135を休
日勤務手当として支給する

同じ -

34,569

75,224

管理職手当

管理又は監督の地位にある
一定範囲の職員に対して、
その職の特殊性に基づいて
支給
　(1)　行政職給料表又は消
防職給料表の適用を受ける
職員
　1種　9万4,000円
　2種　7万7,400円
　3種　7万2,700円
　4種　6万2,300円
　5種　5万9,500円
　6種　5万2,400円
　7種　4万6,300円
　8種　4万3,900円
(2)　教育職給料表の適用を
受ける職員
　1種　7万5,500円
　2種　6万4,800円
　3種　5万4,000円

異なる 支給区分 385,384 千円

千円

自己所有
自宅で新
築又は購
入後、５年
を経過して
も支給して
いる

192,550 千円 115,024

（１９年度決算）
平均支給年額

国の制度
との異同 （１９年度決算）

国の制度と

183,096

支給職員１人当たり
異なる内容

支給実績
手　当　名

扶養手当

１　配偶者月額　１万3,000
円
２　配偶者以外は、1人につ
き 6,500円（職員に配偶者
がない場合にあっては、そ
のうち 1人について11,000
円。
３　16歳から22歳までの子を
扶養　月額１人5,000円加算 同じ - 357,560 千円 234,312

内容及び支給単価

住居手当

１　月額1万2,000円を超え
る家賃の支払者に家賃月
額により2万7,000円を限度
に支給
２　自己所有住宅　月額
4,000円

一部異なる

通勤手当

１　交通機関利用者運賃な
ど相当額を支給（月額5万
5,000円を限度）
２　交通用具使用者距離に
よって月額2万900円を限度
に支給

7



円

円

５　特別職の報酬等の状況（２０年４月１日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

円 円／ 円

（ 円 ）

月分 （一般職に準じ２０パーセントの加算措置があります）

月分 （一般職に準じ２０パーセントの加算措置があります）

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

(注）１　報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                         
     ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝４８月）     
           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 

退
職
手
当

112.5万円×在職月数×０．６ 32，400，000円 任期毎

90万円×在職月数×０．４ 17，280，000円 任期毎副 市 長

市 区 町 村 長

報

酬

議 長 813,000 536,000

副 議 長 740,000 468,000

議 員 680,000 441,000

給

料

（参考）類似団体における最高／最低額

1,125,000 1,130,000 837,300

副 市 長 950,000 722,500

107,508

義務教育等教員特
別勤務手当

高等学校及び幼稚園に勤
務する教育職員に支給
職務の級及び号給別に定
められた額（２０，２００円を
限度)

11,184 千円 145,247

管理職手当の支給を受ける
職員が、臨時又は緊急の必
要その他の公務の運営の
必要により週休日等に３時
間以上勤務した場合に支給
される手当

部長級（１種及び２種）
10,000円
課長級（３種及び４種）
9,000円
課長補佐級以下
8,000円
（５種、６種、７種、８種及び９
種）

支給区分・
支給額

12,901 千円

区 分 給 料 月 額 等

管理職員特別勤務手当 異なる

589,500

655,000

900,000

558,000

期
末
手
当

議 員

議 長 　　（１９年度支給割合）

副 議 長

620,000

526,500

585,000

4.45

副 市 長

　　（１９年度支給割合）

4.45

市 区 町 村 長

市 区 町 村 長

備　　　　考
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６　職員数の状況

（1)部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

人口１万人当たり職員数　　　　　　　　　　 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（2)年齢別職員構成の状況（２０年４月１日現在）

　

～

24歳

383

総務

69

13

　　　　　　　　区　　分

　部　　門

区　分

職員配置見直しによる減

組織改組による職員配置見直しによる減

運転監視業務の民間委託による減、職員配置見直しによる減
※類似団体の人口1万人当たり職員数（平成20年）　  .  人

人口1万人当たり職員数（平成20年）　77.68人　　　　　　　　　

-1310
148 10

2,823 -34

[    3,080     ］ [     ０     ］
＜参考＞

業務充実のための増

平成２０年平成１９年

1,490

職員配置見直しによる減
※類似団体の人口1万人当たり職員数（平成20年）  45.70 人

人口1万人当たり職員数（平成20年）　46.06人　　　　　　　　　

＜参考＞-12

＜参考＞

0

主 な 増 減 理 由
対前年
増減数

組織改組による職員配置見直し、部門見直しによる減

2,546

1,502

-2

623

2,513

-21

-9

400 0

普
通
会
計
部
門

計

人

2,823354 341 19

人 人

-33

102 93

職 員 数

13

375
253
5

計

一
般
行
政
部
門

議会

税務

衛生
労働

農林水産
商工

32歳

未満

～ ～

20歳 20歳

35歳

消防部門 400
教育部門 644

23歳 27歳 31歳

～

28歳

～

43歳 47歳

～ ～ ～ ～

60歳52歳48歳

以上59歳

人 人 人

40歳 44歳

職員数
3278

人 人

57 158

人人 人

337

民生

327
131

96.44

　　公
　　営会
　　企計
　　業部
　　等門

小　計

水道

その他

2,857
合　　計

小　計

下水道

土木

362
132
383
241

[    3,080     ］

231

55歳

人

328 280

人

39歳

36歳

～

45
248

51歳

71

311
138

70
45
271

-1
-8
12
0
-3

5
73 職員配置見直しによる減

56歳

中核市移行対応による増（保健所設置準備等）

-35

部門見直しによる増、業務充実のための増
0
23

組織改組による職員配置見直し、保育所民営化による減

0

2

4

6

8

10

12

14

16

構成比

５年前の構成

比

%
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(3)定員管理の数値目標及び進捗状況

①平成１７年４月１日～平成２２年４月１日における定員管理の数値目標

人 人 人 ％

（参考）前橋市における定員管理の数値目標（数・率）

②定員管理の数値目標の年次別進捗状況（実績）の概要

（各年４月１日現在）

（注）１　計画期間は、１７年～２２年の５年間である。
      ２　（　％）内の数値は、数値目標に対する進捗率を示す。
　　　３　増減は、各年の欄にあっては対前年比の職員増減数を、計の欄にあっては計画1年目以   
  　　　降現年までの職員増減数の累計を示す。                                              

―

―

―

―

２２年

５年目

7

２１年

４年目

―

―-12 -46 （41.1％）

―

―

-11―

310

（参考）

計

１７年 １８年 １９年 ２０年

数値目標

１７年～２０年

-9

―

―

-18 （163.6％）

―

― ―

―

―

-59

666

-1

607

-6 -16 -21

317

1,511

-4

328 324

2,923

644 623

3

計画期間

数値目標

-25

平成17年4月1日

―

-35 -34

始　期 終　期

平 １ ７ 年 ４ 月 １ 日 平 ２ ２ 年 ４ 月 １ 日 １７５人（６．０％）の減

2,923 2,748 -175

職員数

一般行政

３年目１年目 ２年目計画始期

職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

1,502 1,4901,536

教　育

消　防 職員数 393

増減

増減

職員数

1,424

-112

397 400 400 ―

660

-43 （72.9％）

400

-31

計 職員数

7

公 営 企 業 職員数

等 会 計

増減

-13

4

―

増減

311

―増減

2,892

-175

2,823 ― 2,748

― -100 （57.1％）

2,857

平成22年4月1日 純減数 純減率

職員数

―

― ―

-6.0

―

（100.0％）
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７　公営企業職員の状況
　(1)　水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項

平成１８年４月、国に準じて給与構造改革を実施。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円

（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

千円　 1,774千円　

（19年度支給割合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況）

・役職加算　　　 ５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、19年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当

（２０年４月１日現在）

千円

   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                                                                                           

1,752

支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

9,055

88,775

365,269

基本給平　均　年　齢

3 93 3

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

551,060

千円　

45.5

１人当たり平均支給額（１９年度） １人当たり平均支給額（１９年度）

571,242

前　　　　　　　　　　　橋　　　　　　　　　　　市

団 体 平 均

市町村平均

374,552

前 橋 市 45.5

純損益又は実

平均月収額

　質収支

　　　　　　区　　分

区　　分 総費用 総費用に占める

職員給与費比率 18年度の総費用に占

14.2

一人当たり

Ａ  Ｂ　 める職員給与費比率　　　　　　Ｂ／Ａ

千円　 ％

6,129,160 -24,723 800,116

　　　　千円 ％

13.1

（参考）市町村平均
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

職員数
　　計　　Ｂ

区　　分

　　　　　千円 千円19年度 人 千円 千円

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円 千円

102 421,934 73,887 178,677 674,498 6,613 6,874

前　　　　　　　　　　　橋　　　　　　　　　　　市 市町村平均

支給対象地域

27,120

41.34

59.28

前橋市 3 3

前橋市

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

19年度

0.75

3.0

1.6

1.45

23.50

33.50

47.50

59.28

30.55

59.28

11,197
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）

千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円

円

円

円

円

円

円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
    →6(3)②を参照

手　当　名

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度）

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算）

支給実績（１９年度決算）

48.0

手当の種類（手当数）

〃通勤手当

〃住居手当

16,694

818

主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

日額２２０円

滞納整理・停水執行手当 滞納整理・停水執行業務 日額３３０円

日額１８０円

水質検査、水処理施設の維持管理 日額１７０円水処理業務手当

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 18,598

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 200

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 14,562

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 175

217,600

支給実績 支給職員１人当たり

扶養手当 同 16,100 千円

一般行政職の
制度との異同

千円 99,000

6,713 千円 71,415

7,028

2夜間勤務手当 〃

管理職手当 14,730〃

非常災害事故等に緊急に出動した職員

主な支給対象職員

１回１，５００円

水処理業務手当 水処理業務の現場作業

非常災害事故等に緊急に出動した職員緊急出動手当

高所・深所作業手当 地上10m以上地下4m以上の現場での業務

手当の名称

千円 775,300

0 千円

宿日直手当 〃

（１９年度決算） 平均支給年額

（１９年度決算）

千円 2,000

39,300

0

4,601 千円

管理職員特別勤務手当 〃
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　(２)　下水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算
職員給与費 　（参考）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、２０年３月３１日現在の人数である。

イ　 特記事項
平成１８年４月、国に準じて給与構造改革を実施。

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況（２０年４月１日現在）

歳 円 円

歳 円 円
（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。  

 ③ 職員の手当の状況
ア　期末手当・勤勉手当

千円
（19年度支給割合）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当

 月分  月分

（ ）月分 （ ）月分
（加算措置の状況）

・役職加算　　　 ５～２０％
職制上の段階、職務の級等による加算措置
（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当（２０年４月１日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年
勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分
勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分
勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分
最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分
１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円
（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、１９年度に退職した職員に支給された平均額である。

ウ　地域手当
（２０年４月１日現在）

千円
   円

％ 人 ％

（２２年度の制度完成時）

％ ％

（注）国の制度では、平成22年度での完成を目指して、平成18年度から支給率を段階的に引き上げることとしている。                                                                                           

47.50

区　　分

19年度 　　　　千円

19年度

1,370
59.28

支給実績（１９年度決算）

前橋市

前橋市 3

114,380

3

区　　分 総費用 純損益又は実 総費用に占める

める職員給与費比率

　質収支

Ａ  Ｂ　 　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率 18年度の総費用に占

　　計　　Ｂ

千円　千円　

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

6,769,915 -14,587 499,210

6,575
千円 千円

％ ％

7.4 8.1

（参考）市町村平均

　　　　給与費 　　B/A 一人当たり給与費

一人当たり

人 千円 千円 　　　　　千円 千円

　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当 期末・勤勉手当

6,858

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢 基本給 平均月収額

65 269,261 43,713 427,354

44.8 365,826 545,791

団 体 平 均 44.6 372,307 570,494

市町村平均

1.6 0.75

5,797
支給職員１人当たり平均支給年額（19年度決算） 89,200

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 一般行政職の制度（支給率）

3

支給対象地域 支給率 一般行政職の制度（支給率）

3 64

1,772千円　

3.0 1.45

前　　　　　　　　　　　橋　　　　　　　　　　　市 市町村平均
１人当たり平均支給額（１９年度）

前 橋 市

１人当たり平均支給額（１９年度）

23.50 30.55
33.50 41.34

15,559

59.28
59.28

前　　　　　　　　　　　橋　　　　　　　　　　　市

1,760

千円 ######
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エ　特殊勤務手当（２０年４月１日現在）
千円

　円

　％

オ　時間外勤務手当
千円

千円

千円
千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

カ　その他の手当（２０年４月１日現在）

円
円
円
円
円
円

④定員管理の数値目標及び進捗状況
    →6(3)②を参照

浄化処理業務手当

浄化処理業務手当

支給実績（１９年度決算）

同扶養手当

2,968

支給職員１人当たり平均支給年額（１９年度決算） 53,000

職員全体に占める手当支給職員の割合（１９年度） 86.2

〃通勤手当
〃住居手当

〃夜間勤務手当
〃管理職手当

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

滞納整理・停水執行手当 滞納整理・停水執行業務 日額３３０円

高所・深所作業手当 地上10m以上地下4m以上の現場での業務 日額２２０円

水質浄化センターの勤務（浄化処理
施設の維持管理、水質検査） 日額６２０円

水質浄化センターで勤務に従事した職員 水質浄化センターの勤務（下記以外） 日額２３０円

水質浄化センターで勤務に従事した職員
水質浄化センターの勤務（汚水等の
浄化処理業務の現場作業） 日額７８０円

浄化処理業務手当 供用開始後の下水道の入孔及び管
きょ内において調査、測量、監督、検

平均支給年額

77

支 給 実 績 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 8,220

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ９ 年 度 決 算 ）

手　当　名

日額７８０円

千円 257,20010,286
5,263 千円 119,600

（１９年度決算）

支給実績 支給職員１人当たり

千円 78,3004,461
10,316 千円 736,900

千円 00

浄化処理業務手当 水質浄化センターで勤務に従事した職員

管理職員特別勤務手当 〃 0 千円 0

緊急出動手当 非常災害事故等に緊急に出動した職員 １回１，５００円

職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 年 額 （ １ ８ 年 度 決 算 ） 152

一般行政職の
制度との異同

（１９年度決算）

非常災害事故等に緊急に出動した職員

支 給 実 績 （ １ ９ 年 度 決 算 ） 4,622
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